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公告

　次のとおり一般競争入札に付します。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一

１　入札に付する事項

　(1) 借入をする物品等及び数量

　　　事務用プリンタ 411台及び周辺機器一式の賃貸借

　(2) 物品等の特質

　　　入札説明書及び仕様書によります。

　(3) 借入期間

　　　令和８年12月１日から令和13年11月30日まで（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約）

　(4) 借入場所

　　　入札説明書及び仕様書によります。

　(5) 入札方法

　　�　１台１月当たりの賃借額について行います。なお、落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の

10 に相当する額を加算した金額（当該加算した金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）をもって落札価

格としますので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110分の 100

に相当する金額を入札書に記載してください。

２　入札に参加する者に必要な資格

　　次のいずれにも該当する者であることとします。

　(1�) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項又は財務規則（昭和42年長野県規則第２号。

以下「規則」という。）第120条第１項の規定により入札に参加することができないとされた者でないこと。

　(2�)	長野県の調達する製造の請負、物件の買入れその他の契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者の資格（平成30

年長野県告示第588号）の「その他の契約」の等級が「Ａ」に区分されている者であること。

　(3�)	長野県会計局長から物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年３月25日付け 22管第285号）に基づく入

札参加停止を受けている期間中の者でないこと。

　(4�)	長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴

力団関係者でないこと。

　(5) 借入物品等に関しアフターサービス及びメンテナンス（保守及び管理）を迅速に行う体制が整備されている者であること。

３　一般競争入札又は指名競争入札に参加する者の資格の申請

　�　この入札に参加を希望する者で２の (2) に該当しないものは、次のとおり資格を申請することができます。なお、入札の時まで

に２の (2) に該当していなければ、入札に参加することはできません。

　(1) 申請書の入手先

　　　次のアドレスからダウンロードすることができるほか、(3) の場所で入手できます。

　　　https://www.bes.e-nagano.lg.jp/Shinsei/main?uji.verb=startUp&madoguchiCode=M200000 

　(2) 申請を行う時期

　　　随時受け付けます。

　(3) 申請書等の提出先及び問合せ先

　　　長野市大字南長野字幅下692－２（県庁専用郵便番号　380－8570）

　　　長野県市町村入札参加資格共同受付窓口（長野県会計局契約・検査課内）

　　　電話　026（235）7079

４　入札説明書及び仕様書の交付場所、契約条項等を示す場所及び問い合わせ先

　　長野市大字南長野字幅下692番地２

　　長野県企画振興部ＤＸ推進課デジタルインフラ整備室

　　電話　026（235）7071

５　入札手続等

　(1) 契約手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨

　(2) 入札書の提出期限及び提出場所並びに開札の日時及び場所

　　ア　入札書の提出期限　令和８年８月26日（水）　午後２時
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　　イ　入札書の提出場所　長野県電子入札システム

　　　　https://www.ppi.e-nagano.lg.jp/PPIPublish/portal_accepter/010_link.html

　　ウ　開札の日時　令和８年８月27日（木）　午後２時

　　エ　開札の場所　長野県電子入札システム

　　　　https://www.ppi.e-nagano.lg.jp/PPIPublish/portal_accepter/010_link.html

　(3) 郵送による場合の入札書の受領期限及び提出場所

　　ア　受領期限　令和８年８月26日（水）　（必着）

　　イ　提出場所　長野市大字南長野字幅下692－２（県庁専用郵便番号　380－8570）

　　　　　　　　　長野県企画振興部ＤＸ推進課デジタルインフラ整備室

　(4) 入札者に要求される事項

　　�　この入札に参加を希望する者は、入札説明書に定める書類を、令和８年８月20日（木）午後５時までに上記４の場所に提出して

ください。この場合において、開札日の前日までの間において必要な書類の内容に関する照会があったときは、入札に参加を希望

する者の負担において、説明してください。

　(5) 入札保証金

　　�　政令第167条の７第１項に規定する入札保証金を、別に定める期限までに納付してください。ただし、規則第126条第２項各号に

掲げる担保を提供した場合又は規則第127条各号に該当する場合は、納付する必要はありません。

　(6) 契約保証金

　　�　政令第167条の16第１項に規定する契約保証金を、別に定める期限までに納付してください。ただし、規則第126条第２項各号に

掲げる担保を提供した場合又は規則第143条各号に該当する場合は、納付する必要はありません。

　(7) 入札の無効

　　　規則第129条各号に該当する入札書は、無効とします。

　(8) 契約書作成の要否

　　　必要とします。

　(9) 落札者の決定方法

　　　予定価格の制限の範囲内に達した入札であって、最低の価格をもって申込みをした者を落札者として決定します。

６　その他

　(1�)	この入札に係る契約は、地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約です。この契約を締結した翌年度以降において、当該

契約に係る歳出予算の減額又は削除があった場合は、長野県は、この契約を変更し、又は解除することができるものとします。

　(2) 詳細は、入札説明書によります。

７　Summary

　(1) Nature and quantity of products to be leased:

　　　411 office printers with peripherals

　(2) Lease duration:

　　　From December 1, 2026 to November 30, 2031

　(3) Delivery locations:

　　　As mentioned in the tender specifications and description

　(4) Contact information:

　　　Nagano Prefectural Government

　　　Planning and Development Department, Digital Transformation Promotion Division

　　　Digital Infrastructure Development Office

　　　692-2 Habashita, Minaminagano, Nagano City, Nagano 380-8570 Japan 

　　　Tel: +81-26-235-7071 

　(5) Bid document submission:

　　　Deadline: Wednesday, August 26, 2026, 2:00 p.m. (JST)

　　　Location: Nagano Prefecture Electronic Bidding System

　　　　　　　　https://www.ppi.e-nagano.lg.jp/PPIPublish/portal_accepter/010_link.html

　(6) Mail-in submission:

　　　Deadline: Must arrive by Wednesday, August 26, 2026

　　　Maling address: Nagano Prefectural Government

　　　　　　　　　　　Planning and Development Department

　　　　　　　　　　　Digital Transformation Promotion Division

　　　　　　　　　　　Digital Infrastructure Development Office

　　　　　　　　　　　380-8570 (Exclusive postal code for the Nagano Prefectural Office) 

　　　　　　　　　　　Japan
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　(7) Bid opening:

　　　Date and time: Thursday, August 27, 2026, 2:00 p.m. (JST)

　　　Location: Nagano Prefecture Electronic Bidding System

　　　　　　　　https://www.ppi.e-nagano.lg.jp/PPIPublish/portal_accepter/010_link.html

ＤＸ推進課デジタルインフラ整備室

公告

　次のとおり総合評価一般競争入札に付します。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一

１　入札に付する事項

　(1) 調達をする役務

　　　新潟県及び長野県次期税務システム導入業務　一式

　(2) 役務の特質

　　　入札説明書によります。

　(3) 履行期間

　　　新潟県　契約締結日から令和10年12月31日まで

　　　長野県　契約締結日から令和10年９月30日まで

　(4) 入札方法

　　ア�　価格その他の条件が県にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とする方式（総合評価一般競争入札）により

行います。

　　イ　入札者は、入札説明書に定める技術提案書及び入札書を提出してください。

　　ウ�　入札書に記載する金額は、価格の総額とします。なお、落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額の 100分の 10

に相当する額を加算した金額（当該加算した金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもって落札

価格としますので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110分の

100 に相当する金額を入札書に記載してください。

２　入札に参加する者に必要な資格

　　次のいずれにも該当するものであることとします。

　(1�) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項又は財務規則（昭和42年長野県規則第２号。

以下「規則」という。）第120条第１項の規定により入札に参加することができないとされた者でないこと。

　(2�) 長野県の調達する製造の請負、物件の買入れその他の契約（建設工事の請負並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び工事管

理の委託並びに森林整備業務の請負及び委託を除く。）に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成30

年長野県告示第588号）のその他の契約の等級がＡに区分されている者であること。

　(3�)	長野県会計局長から物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年３月25日付け22管第285号）に基づく入

札参加停止措置を受けている期間中の者でないこと。

　(4�) 長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力

団関係者でないこと。

　(5) 都道府県、政令指定都市等の大規模自治体において、システム構築のプロジェクト責任者としての経験を有していること。

　(6) 過去に種類及び規模を同じくする業務を誠実に履行した実績を有する者であること。

３　一般競争入札又は指名競争入札に参加する者の資格の申請

　�　この入札に参加を希望する者で２の (2) に該当しないものは、次のとおり資格を申請することができます。なお、入札の時までに

２の (2) の等級区分に該当していなければ、入札に参加することはできません。

　(1) 申請書の入手先

　　　次のアドレスからダウンロードすることができるほか、(3) の場所で入手できます。

　　　https://www.pref.nagano.lg.jp/kensa/kensei/nyusatsu/bukken/789teikisinnsa.html

　(2) 申請を行う時期

　　　随時受け付けます。

　(3) 問い合わせ先

　　　長野市大字南長野字幅下692番地２

　　　長野県会計局契約・検査課

　　　電話　026（235）7079

４　入札説明書等の交付場所、契約条項等を示す場所及び入札書の提出場所及び問い合わせ先
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　　長野市大字南長野字幅下692番地２（郵便番号380－8570）

　　長野県総務部税務課税務電算係

　　電話　026（235）7052

５　技術提案書の提出場所

　(1) 長野市大字南長野字幅下692番地２（郵便番号380－8570）

　　　長野県総務部税務課税務電算係

　　　電話　026（235）7052

　(2) 新潟市中央区新光町４番地１（郵便番号950－8570）

　　　新潟県総務部税務課電算管理係

　　　電話　025（280）5769

６　入札手続等

　(1) 契約手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨

　(2) 技術提案書及び入札書の提出期限及び提出場所

　　ア　提出期限　令和８年８月27日（木）午後５時

　　　　郵送により技術提案書及び入札書を提出する場合は、書留郵便に限るものとし、８月27日（木）午後５時必着とします。

　　イ　提出場所

　　　(ｱ) 技術提案書（正本１部、副本４部、電子媒体１枚）、ライフサイクルコスト見積書及び入札書を４の場所

　　　(ｲ) 技術提案書（正本１部、副本４部、電子媒体１枚）を５の場所

　(3) 入札者に要求される事項

　　�　この入札に参加を希望する者は、入札説明書に定める必要事項について説明した書類を、令和８年８月７日（金）午後５時まで

に４の場所に提出してください。この場合において、必要な証明書等の照会があったときは、入札に参加を希望する者の負担にお

いて、説明してください。

　(4) 入札保証金

　　�　政令第167条の７第１項に規定する入札保証金を、別に定める期限までに納付してください。ただし、規則第126条第２項各号に

掲げる担保を提供した場合又は規則第127条各号に該当する場合は、納付する必要はありません。

　(5) 契約保証金

　　�　政令第167条の16第１項に規定する契約保証金を、別に定める期限までに納付してください。ただし、規則第126条第２項各号に

掲げる担保を提供した場合又は規則第143条各号に該当する場合は、納付する必要はありません。

　(6) 入札の無効

　　　規則第129条各号に該当する入札書は、無効とします。

　(7) 契約書作成の要否

　　　必要とします。

　(8) 落札者の決定方法

　　　別記「新潟県及び長野県次期税務システム導入業務落札者決定基準」によります。

７　その他

　　詳細は、入札説明書及び仕様書によります。

８　Summary

　(1) Nature of services to be procured:

　　　The next-generation tax system implementation for Niigata Prefecture and Nagano Prefecture

　(2) Contract duration:

　　　Niigata Prefecture: From the contract date to December 31, 2028

　　　Nagano Prefecture: From the contract date to September 30, 2028

　(3) Contact information:

　　　Nagano Prefectural Government, Accounting Bureau, Contract and Audit Division

　　　692-2 Habashita, Minaminagano, Nagano City 380-8570 Japan

　　　Tel: +81-26-235-7079

　(4) Technical proposal and bid document submission:

　　　Deadline: Thursday, August 27, 2026, 5 p.m. (JST)

　　　Places of submission:

　　　Technical proposals, Estimate of Life-Cycle Cost, bid documents:

　　　Nagano Prefectural Government, General Affairs Department, Taxation Division

　　　692-2 Habashita, Minaminagano, Nagano City 380-8570 Japan

　　　Tel:+81-26-235-7052



9令和８年（2026年）７月16日（木）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第726号長　 野　 県　 報

　　　Technical proposals only: 

　　　Niigata Prefectural Government, General Affairs Department, 

　　　Tax Administration Division

　　　4-1 Shinkocho, Chuo-ku, Niigata City 950-8570 Japan

　　　Tel: +81-25-280-5769

　(5) Mail-in submission (registered mail only):

　　　Deadline: Must arrive by Thursday, August 27, 2026, 5 p.m. (JST)

　　　Mailing addresses:

　　　Technical proposals, Estimate of Life-Cycle Cost, bid documents:

　　　Nagano Prefectural Government, General Affairs Department, Taxation Division

　　　692-2 Habashita, Minaminagano, Nagano City 380-8570 Japan

　　　Technical proposals only: 

　　　Niigata Prefectural Government, General Affairs Department, 

　　　Tax Administration Division

　　　4-1 Shinkocho, Chuo-ku, Niigata City 950-8570 Japan

別記

新潟県及び長野県次期税務システム導入業務落札者決定基準

１　目的

　�　この基準は、新潟県及び長野県次期税務システム導入業務委託の総合評価一般競争入札に係る申し込みをした者のうち、入札価格

及び入札価格以外の条件が最も有利な者を決定するため、必要な事項を定めるものとする。

２　落札者の決定方法

　(1) 落札候補者の決定方法

　　ア　有効な入札を行った者について、技術提案の内容、入札価格等について評価を行う。

　　イ�　落札候補者は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行った者のうち、入札価格に関する評価点（以下「価格点」と

いう。）と入札価格以外の条件に関する評価点（以下「価格以外の評価点」という。）の合計（以下「総合評価点」という。）が

最も高い者とする。

　　ウ�　価格以外の評価点は、技術提案に対する評価点（以下「技術評価点」という。）とライフサイクルコストに対する評価点（以下「Ｌ

Ｃ評価点」という。）の合計点とする。

　(2�)	(1) において、総合評価点の最も高い者が２者以上ある場合は、技術評価点の高い者を落札候補者とし、技術評価点も同点のと

きには価格点の高い者を落札候補者とし、価格点も同点のときは、これらの者にくじを引かせて落札候補者を決定する。この場合

において、これらの者のうち出席しない者又はくじを引かない者があるときは、その者に代えて、入札執行事務に関係ない職員に

くじを引かせるものとする。

　(3�) 落札者は、地方自治法施行令第167条の 10 の２第５項の規定により、学識経験者からの意見聴取が必要とされている場合は、学

識経験者の意見を聴いた上で落札者を決定する。

３　総合評価点の配分

　　満点は 2,000点とし、各評価点の内訳は次のとおりとする。

　(1) 価格点　250点

　(2) 価格以外の評価点　1,750点（技術評価点　1,500点、ＬＣ評価点　250点）

４　その他

　　総合評価点の算定方法等詳細は、４の場所で入手できる。

税　務　課

公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第１項の規定による都市計画の図書の写

しの送付を受けましたので、同法第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に

供します。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

１　都市計画の種類及び名称

　　坂城都市計画下水道　坂城町公共下水道

２　縦覧場所

　　長野県環境部水道・生活排水課及び坂城町建設課
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水道・生活排水課

公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出があったので、同条第３項において

準用する同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出書を縦覧に供します。

　なお、同法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに知事あてに意見書を提出する

ことができます。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　フレスポ大町

　　　大町市大町3500番７の一部

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所

　　大和リース株式会社

　　　大阪府大阪市中央区北浜四丁目１番１号

３　変更した事項

　(1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

大和リース株式会社 北　哲弥 大阪府大阪市中央区農人橋二丁目１番36号

　　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

大和リース株式会社 北　哲弥 大阪府大阪市中央区北浜四丁目１番１号

　(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

株式会社ナフコ 石田　卓己 福岡県北九州市小倉北区魚町二丁目６番10号

株式会社デリシア 萩原　清　 松本市大字今井7155番地28

株式会社マツモトキヨシ甲信越販
売

安藤　浩 長野市鶴賀緑町1393番地３

株式会社大創産業 矢野　靖二 広島県東広島市西条吉行東一丁目４番14号

ナガノコミュニケーションズ販売
株式会社

高山　透 長野市青木島町青木島乙603－７昭和物産ビル２階

　　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

株式会社ナフコ 石田　卓己 福岡県北九州市小倉北区魚町二丁目６番10号

株式会社デリシア 森　真也　 松本市大字今井7155番地28

株式会社マツモトキヨシ甲信越販
売

安藤　浩 長野市鶴賀緑町1393番地３

株式会社大創産業 矢野　靖二 広島県東広島市西条吉行東一丁目４番14号

ナガノコミュニケーションズ販売
株式会社

高山　透 長野市青木島町青木島乙603－７昭和物産ビル２階

４　変更した年月日

　　令和７年４月１日ほか

５　届出年月日
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　　令和８年６月５日

６　届出書の縦覧の場所

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は北アルプス地域振興局商工観光課

７　縦覧の期間

　　令和８年７月16日から令和８年11月16日まで

８　意見書の様式

　　長野県大規模小売店舗立地法事務取扱要綱（平成12年５月19日付け12産振第137号）様式第８号による。

９　意見書の提出先

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は北アルプス地域振興局商工観光課　　

産業立地・ＩＴ振興課

公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出があったので、同条第３項において

準用する同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出書を縦覧に供します。

　なお、同法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに知事あてに意見書を提出する

ことができます。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　ハイランドシティ松本

　　　松本市双葉358－１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所

　　三井住友信託銀行株式会社

　　　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

３　変更した事項

　(1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

三井住友信託銀行株式会社 大山　一也 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

　　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

三井住友信託銀行株式会社 米山　学朋 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

　(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

イオンリテール株式会社 井出　武美 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

株式会社田多井薬局 田多井　健介 松本市中央一丁目19番18号

エステールホールディングス株式
会社

丸山　雅史 東京都港区虎ノ門四丁目３番13号

株式会社タツミヤ 指田　努 東京都八王子市暁町一丁目32番13号

株式会社ツツミ 互　智司 埼玉県蕨市中央四丁目24番26号

株式会社ハニーズホールディング
ス

江尻　義久 福島県いわき市鹿島町走熊字七本松27番地１

有限会社シーポート・カンパニー 塚田　浩二 長野市安茂里小市三丁目30番24号

株式会社金久 鈴木　文彦 松本市大字島立828番地
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株式会社かめや 亀原　和成 諏訪郡原村11122番地１

キンバレー株式会社 岩坪　謙吉 東京都港区虎ノ門四丁目３番13号

株式会社セリア 河合　映治 岐阜県大垣市外渕二丁目38番地

有賀　純子 － 塩尻市大字広丘原新田234番地19

　　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

イオンリテール株式会社 古澤　康之 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

エステールホールディングス株式
会社

丸山　雅史 東京都中央区銀座一丁目19番７号

株式会社ハニーズホールディング
ス

江尻　英介 福島県いわき市鹿島町走熊字七本松27番地１

有限会社シーポート・カンパニー 塚田　浩二 長野市安茂里小市三丁目30番24号

株式会社金久 鈴木　文彦 松本市大字島立828番地

株式会社かめや 亀原　和成 諏訪郡原村11122番地１

キンバレー株式会社 岩崎　亮太 東京都中央区銀座一丁目19番７号

株式会社セリア 河合　映治 岐阜県大垣市外渕二丁目38番地

有賀　純子 － 塩尻市大字広丘原新田234番地19

４　変更した年月日

　　令和４年４月26日ほか

５　届出年月日

　　令和８年６月５日

６　届出書の縦覧の場所

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は松本地域振興局商工観光課

７　縦覧の期間

　　令和８年７月16日から令和８年11月16日まで

８　意見書の様式

　　長野県大規模小売店舗立地法事務取扱要綱（平成12年５月19日付け12産振第137号）様式第８号による。

９　意見書の提出先

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は松本地域振興局商工観光課

産業立地・ＩＴ振興課

公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出があったので、同条第３項において

準用する同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出書を縦覧に供します。

　なお、同法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに知事あてに意見書を提出する

ことができます。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　フレスポまるこ

　　　上田市中丸子1745－１ほか 

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所

　　大和リース株式会社

　　　大阪府大阪市中央区北浜四丁目１番１号

３　変更した事項
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　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

大和リース株式会社 北　哲弥 大阪府大阪市中央区農人橋二丁目１番36号

　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

大和リース株式会社 北　哲弥 大阪府大阪市中央区北浜四丁目１番１号

４　変更した年月日

　　令和８年５月11日

５　届出年月日

　　令和８年６月５日

６　届出書の縦覧の場所

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は上田地域振興局商工観光課

７　縦覧の期間

　　令和８年７月16日から令和８年11月16日まで

８　意見書の様式

　　長野県大規模小売店舗立地法事務取扱要綱（平成12年５月19日付け12産振第137号）様式第８号による。

９　意見書の提出先

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は上田地域振興局商工観光課　　

産業立地・ＩＴ振興課

公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出があったので、同条第３項において

準用する同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出書を縦覧に供します。

　なお、同法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに知事あてに意見書を提出する

ことができます。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　ＤＣＭ駒ヶ根店

　　　駒ヶ根市南田18番地１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所

　　ＤＣＭ株式会社

　　　東京都品川区南大井六丁目22番７号

３　変更した事項

　(1) 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

ＤＣＭ株式会社 石黒　靖規 東京都品川区南大井六丁目22番７号

　　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

ＤＣＭ株式会社 神谷　浩邦 東京都品川区南大井六丁目22番７号

　(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

ＤＣＭ株式会社 石黒　靖規 東京都品川区南大井六丁目22番７号
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建築住宅課

　　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

ＤＣＭ株式会社 神谷　浩邦 東京都品川区南大井六丁目22番７号

４　変更した年月日

　　令和８年３月１日

５　届出年月日

　　令和８年６月15日

６　届出書の縦覧の場所

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は上伊那地域振興局商工観光課

７　縦覧の期間

　　令和８年７月16日から令和８年11月16日まで

８　意見書の様式

　　長野県大規模小売店舗立地法事務取扱要綱（平成12年５月19日付け12産振第137号）様式第８号による。

９　意見書の提出先

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は上伊那地域振興局商工観光課

産業立地・ＩＴ振興課

公告

　国土調査法（昭和26年法律第180号）第19条第２項の規定により、次の成果を認証しました。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一

調査を行った者の
名　　　　　　称

調査を行った
時　　　　期

成 果 の 名 称 調 査 を 行 っ た 地 域 認 証 年 月 日

伊那市
令和６年から 
令和７年まで

地籍簿及び地籍図 伊那市山寺の一部 令和８年６月30日

中野市
令和元年から 
令和６年まで

地籍簿及び地籍図
中野市大字吉田、大字一
本木、大字中野の各一部

令和８年６月30日

上伊那郡飯島町
令和６年から 
令和７年まで

地籍簿及び地籍図 飯島町田切の一部 令和８年６月30日

木曽郡木曽町
令和４年から 
令和６年まで

地籍簿及び地籍図 木曽町福島の一部 令和８年６月30日

農地整備課

公告

　建築士法（昭和25年法律第202号）第９条第１項の規定により、次のとおり二級建築士の免許を取り消しました。

　　令和８年７月16日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

１　免許の取消しをした年月日

　　令和８年７月９日

２　免許の取消しを受けた建築士の氏名及びその者の登録番号

　　田　仲　　　稔

　　二級建築士　長野第8960号　

３　免許の取消しの理由

　　建築士法第９条第１項第２号に該当するため（死亡による）
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公告

　令和８年７月６日、長野県西部南箕輪土地改良区の定款変更を認可しました。

　　令和８年７月16日

	 長野県上伊那地域振興局長　水　上　俊　治

農地整備課

公告

　令和８年７月10日、上伊那郡西天竜土地改良区の定款変更を認可しました。

　　令和８年７月16日

	 長野県上伊那地域振興局長　水　上　俊　治

農地整備課

公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定により許可した次の開発行為に関する工事が完了しました。

　　令和８年７月16日

	 長野県長野建設事務所長　江　守　　　護　

１　許可番号

　　令和６年９月27日　長野県長野建設事務所指令６長建第42－４号

２　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　�　須坂市墨坂南２－1918－135、２－1918－136、２－1918－137、２－1918－138、２－1918－150 の内、２－1918－449 の内、２－

1918－450、２－1918－643 の内、２－1918－732、２－1918－735

３　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　長野市中御所２－24－４

　　　三洋開発株式会社　代表取締役　長谷部　淳　一

都市・まちづくり課

公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定により許可した次の開発行為に関する工事が完了しました。

　　令和８年７月16日

	 長野県長野建設事務所長　江　守　　　護

１　許可番号

　　令和８年６月９日　長野県長野建設事務所指令８長建第53－６号

２　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　上高井郡小布施町大字雁田字上町548－16、561－３、字宮下571－14、571－15

３　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　下伊那郡高森町下市田2102－１ SAP A 号

　　　伊　藤　純　一、伊　藤　彩　子

都市・まちづくり課

公告

　長野県望月少年自然の家の管理を指定管理者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管

理者をいう。以下同じ。）に行わせますので、その候補者を次のとおり募集します。

　　令和８年７月16日

	 長野県教育委員会教育長　武　田　育　夫　
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公告

　次のとおり一般競争入札に付します。

　　令和８年７月16日

	 長野県警察本部長　阿　部　文　彦　

１　入札に付する事項

　(1) 調達をする役務

　　　警察用航空機600時間及び２年点検等並びに耐空証明検査受検点検整備

　(2) 役務の特質

　　　警察用航空機（アグスタ式ＡＷ139型ＪＡ220Ｅ「やまびこ２号」）600時間及び２年点検等並びに耐空証明検査受検点検整備

　　　詳細は、入札説明書のとおりです。

　(3) 履行期間

　　　契約締結の日から令和９年３月31日まで

　(4) 履行場所

　　　請負者の指定する場所

　(5) 入札方法

　　�　価格の総額について行います。なお、落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の 10 に相当す

る額を加算した金額（当該加算した金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とし

ますので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110分の 100 に相当

する金額を入札書に記載してください。

２　入札に参加する者に必要な資格

１　施設の概要等

　(1) 名称

　　　長野県望月少年自然の家

　(2) 所在地

　　　佐久市協和3489番67号

　(3) 設置目的

　　�　少年を自然に親しませ、団体宿泊訓練を行い、情操や社会性を豊かにするとともに、心身を鍛錬し、もって少年の健全な育成を

図ることを目的としています。

　(4) 施設の概要

　　ア　主な施設

　　　　宿泊棟（定員200名）等（長野県望月少年自然の家管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）に記載のとおり）

　　イ　敷地面積

　　　　330,000㎡

　　ウ　建物の構造及び延べ床面積

　　　　鉄筋コンクリート造平屋建　2,339.36㎡

２　指定期間

　　令和９年４月１日から令和14年３月31日までの５年間

３　応募方法等

　(1) 応募方法

　　�　長野県望月少年自然の家指定管理者募集要項（以下「募集要項」という。）に定める応募に必要な書類を令和８年９月４日（金）

正午までに次の場所に持参又は書留郵便により提出してください（提出期限内に到着したものに限り受け付けます。）。

　　　〒380－8570（県庁専用郵便番号）

　　　長野市大字南長野字幅下692－2

　　　長野県教育委員会事務局生涯学習課

　　　電話　026（235）7439

　(2) その他

　　ア�　指定管理者が行う業務の範囲、応募資格その他詳細は、募集要項及び仕様書によります。募集要項及び仕様書は、インターネッ

トホームページ（https://www.pref.nagano.lg.jp/kyoiku/bunsho/bunka/kanren/shitekanri.html）からダウンロードすること

ができるほか、(1) の場所で交付します。

　　イ　この募集に際して収集する個人情報は、指定管理者の候補者の選定に必要な範囲でのみ利用します。

生涯学習課
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　　次のいずれにも該当する者であることとします。

　(1�) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項又は財務規則（昭和42年長野県規則第２号）

第120条第１項の規定により入札に参加することができないとされた者でないこと。

　(2�) 長野県の調達する製造の請負、物件の買入れその他の契約（建設工事の請負並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び工事監

理の委託並びに森林整備業務の請負及び委託を除く。）に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成30

年長野県告示第588号）の「その他の契約」の等級がＡに区分されている者であること。

　(3�)	長野県会計局長から物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年３月25日付け 22管第285号）に基づく入

札参加停止を受けている期間中の者でないこと。

　(4�) 長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力

団関係者でないこと。

　(5�)	航空法（昭和27年法律第231号）第20条第１項第３号、第４号及び第７号に掲げる業務能力について、同項の規定による認定を

国土交通大臣から受けている者であり、航空機製造事業法（昭和27年法律第237号）第２条の２又は第２条の８の規定により航空

機製造事業法施行規則（昭和29年通商産業省令第52号）第５条第２号のトに掲げる区分に応ずる航空機の修理の事業の区分につい

て経済産業大臣から許可を受けている者であること、かつ、航空機製造事業法第９条第１項の規定による航空機の修理方法につい

て経済産業大臣から認可を受けている者であること。

　(6) 当該ＡＷ139型の機体製造メーカーから整備認定を受けている者であること。

３　一般競争入札又は指名競争入札に参加する者の資格の申請

　�　この入札に参加を希望する者で２の (2) に該当しないものは、次のとおり資格を申請することができます。なお、入札の時までに

２の (2) に該当していなければ、入札に参加することはできません。

　(1) 申請の方法

　　　申請は、入札参加資格申請システムから行ってください。

　　　https://www.bes.e-nagano.lg.jp/Shinsei/main?uji.verb=startUp&madoguchiCode=M200000

　(2) 申請を行う時期

　　　随時受け付けます。

　(3) 申請書等の提出先及び問合せ先

　　　長野市大字南長野字幅下692－２（県庁専用郵便番号　380－8570）

　　　長野県市町村入札参加資格共同受付窓口（長野県会計局契約・検査課内）

　　　電話　026（235）7079

４　入札説明書の交付場所、契約条項等を示す場所及び問合せ先

　　長野市大字南長野字幅下692－２

　　長野県警察本部警務部会計課

　　電話　026（233）0110　自動音声案内６→１→１

５　仕様等についての問合せ先

　　長野県警察本部警備部警備第二課

　　電話　026（233）0110　内線5786

６　入札手続等

　(1) 契約手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨

　(2) 入札及び開札の日時及び場所

　　ア　日時　令和８年８月28日（金）　午後２時

　　イ　場所  長野県庁　西庁舎１階　入札室

　(3) 郵送による場合の入札書の受領期限及び提出場所

　　ア　受領期限　令和８年８月27日（木）　午後５時

　　イ　提出場所　警察本部専用郵便番号　380－8510

　　　　　　　　　長野県警察本部警務部会計課

　(4) 入札者に要求される事項

　　�　この入札に参加を希望する者は、入札説明書に定める書類等を令和８年８月14日（金）午後５時までに上記４の場所に提出して

ください。この場合において、開札日の前日までの間において必要な書類等の内容に関する照会があったときは、入札に参加を希

望する者の負担において、説明してください。

　(5) 入札保証金

　　�　政令第167条の７第１項に規定する入札保証金を、別に定める期限までに納付してください。ただし、財務規則第126条第２項各

号に掲げる担保を提供した場合又は同規則第127条各号に該当する場合は、納付する必要はありません。

　(6) 契約保証金

　　�　政令第167条の 16第１項に規定する契約保証金を、別に定める期限までに納付してください。ただし、財務規則第126条第２項
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会　計　課

公告

　次のとおり一般競争入札に付します。

　　令和８年７月16日

	 長野県工業技術総合センター所長　山　岸　　光

１　入札に付する事項

　(1) 調達をする物品等及び数量

　　　高解像マイクロフォーカスＸ線検査装置一式　

　(2) 物品等の特質

　　　入札説明書及び仕様書によります。

　(3) 納入期限

　　　令和９年３月26日（金）

　(4) 納入場所

　　　長野市若里１－18－１

　　　長野県工業技術総合センター　材料技術部門

　(5) 入札方法

　　�　価格の総額について行います。なお、落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の 10 に相当す

る額を加算した金額（当該加算した金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもって落札価格としま

すので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110分の 100 に相当す

る金額を入札書に記載してください。

２　入札に参加する者に必要な資格

　　次のいずれにも該当する者であることとします。

　(1�) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項又は財務規則（昭和42年長野県規則第２号。

以下「規則」という。）第120条第１項の規定により長野県の入札に参加することができないとされた者でないこと。

　(2�) 長野県の調達する製造の請負、物件の買入れその他の契約（建設工事の請負並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び工事監

各号に掲げる担保を提供した場合又は同規則第143条各号に該当する場合は、納付する必要はありません。

　(7) 入札の無効

　　　財務規則第129条各号に該当する入札書は、無効とします。

　(8) 契約書作成の要否

　　　必要とします。

　(9) 落札者の決定方法

　　　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって申込みをした者を落札者として決定します。

７　その他

　　詳細は、入札説明書及び仕様書によります。

８　Summary

　(1) Nature of the service to be required:

　　　600 hours and 2 years inspection and others, maintenance and upkeep of the helicopter

　(2) Contract period:

　　　From a contract day until March 31, 2027

　(3) Contact for the notice: Description, conditions and others:

　　　Finance Division, Police Administration Department, Nagano Prefectural Police Headquarters

　　　692-2, Habashita, Minami-Nagano, Nagano City, Nagano Prefecture

　　　Tel: +81-26-233-0110 APS. 6→1→1 (Japanese Only)

　(4) Time and place for the tender and bid opening:

　　　Time: 2:00 p.m., August 28, 2026

　　　Place: Bidding Room, Nagano Prefectural Government West annex 1F

　(5) Time limit for the tender by mail and the place of submission:

　　　Time: 5:00 p.m., August 27, 2026

　　　Place: Finance Division, Police Administration Department,

　　　　　　 Nagano Prefectural Police Headquarters

　　　　　　 380-8510 (Exclusive postal code for Nagano Prefectural Police Headquarters) 
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理の委託並びに森林整備業務の請負及び委託を除く。）に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成30

年長野県告示第588号）の物件の買入れの等級がＡに区分されている者であること。

　(3�)	長野県会計局長から物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年３月25日付け 22管第285号）に基づく入

札参加停止を受けている期間中の者でないこと。

　(4�) 長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力

団関係者でないこと。

　(5�) 調達をする物品等に関し、アフターサービス及びメンテナンス（保守及び管理）を迅速に行う体制が整備されている者であること。

３　一般競争入札又は指名競争入札に参加する者の資格の申請

　�　この入札に参加を希望する者で２の (2) に該当しないものは、次のとおり資格を申請することができます。なお、入札の時までに

２の (2) に該当していなければ、入札に参加することはできません。

　(1) 申請の方法

　　　入札参加資格は電子申請にて受け付けています。次のアドレスをご参照ください。

　　　https://www.ppi.e-nagano.lg.jp/PPIPublish/portal_accepter/015_link.html

　(2) 申請を行う時期

　　　随時受け付けます。

　(3) 申請書等の提出先及び問合せ先

　　　長野市大字南長野字幅下692－２（県庁専用郵便番号　380－8570)

　　　長野県市町村入札参加資格共同受付窓口（長野県会計局契約・検査課内 )

　　　電話　026（235）7079

４　入札説明書及び仕様書の交付場所、契約条項等を示す場所及び問合せ先

　　長野市大字南長野字幅下692－２

　　長野県会計局契約・検査課

　　電話　026（235）7079

　　上記の場所のほか、次のアドレスからダウンロードすることができます。

　　https://www.pref.nagano.lg.jp/kensa/kensei/nyusatsu/buppin/yoshiki.html

５　入札手続等

　(1) 契約手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨

　(2) 入札及び開札の日時及び場所

　　ア　入札書の提出期限　令和８年９月14日（月）　午後５時

　　イ　入札書の提出場所　電子入札システム

　　ウ　開札の日時　令和８年９月15日（火）　午前11時

　　エ　開札の場所　電子入札システム

　(3) 郵送（書留郵便に限る。）による場合の入札書の受領期限及び提出場所

　　ア　受領期限　令和８年９月14日（月）（必着）　

　　イ　提出場所　長野市大字南長野字幅下692－２

　　　　　　　　　（県庁専用郵便番号　380－8570）

　　　　　　　　　長野県会計局契約・検査課

　(4) 入札者に要求される事項

　　�　この入札に参加を希望する者は、入札申込書を、令和８年９月10日（木）午後５時までに (3) のイの場所に提出してください。

この場合において、開札日の前日までに必要な書類等の内容に関する照会があったときは、入札に参加を希望する者の負担におい

て説明してください。

　　　また、技術資料等を、令和８年９月２日（水）午後５時までに次の場所へ提出してください。

　　　長野市若里１－18－１（郵便番号380－0928）

　　　長野県工業技術総合センター　材料技術部門

　(5) 入札保証金

　　　政令第167条の７第１項に規定する入札保証金を入札書提出時までに納付してください。

　　�　ただし、財務規則第126条第２項各号に掲げる担保を提供した場合又は同規則第127条各号に該当する場合は、納付する必要はあ

りません。

　　　なお、落札者が契約を締結しないときは、納付させないこととした金額に相当する金額を徴収するものとします。

　(6) 契約保証金

　　�　政令第167条の 16第１項に規定する契約保証金を、別に定める期限までに納付してください。ただし、財務規則第126条第２項

各号に掲げる担保を提供した場合又は同規則第143条各号に該当する場合は、納付する必要はありません。

　(7) 入札の無効
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令和８年（2026年）７月 16 日発行（毎週月・木曜日発行。ただし休日の場合は翌日）
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　　　財務規則第129条各号に該当する入札書は、無効とします。

　(8) 契約書作成の要否

　　　必要とします。

　(9) 落札者の決定方法

　　　予定価格の制限の範囲内であって、最低の価格をもって入札をした者を落札者として決定します。

６　その他

　　詳細は、入札説明書及び仕様書によります。

７　Summary

　(1) Nature and quantity of products to be procured:

　　　High resolution microfocus X-ray inspection system, 1set

　(2) Delivery deadline:

　　　Friday, March 26, 2027

　(3) Delivery location:

　　　Nagano Prefecture General Industrial Technology Center

　　　Material Technology Department

　　　1-18-1 Wakasato, Nagano City, Nagano Prefecture 380-0928 Japan

　　　Tel: +81-26-268-0602 (Japanese only)

　(4) Contact information:

　　　Nagano Prefectural Government, Accounting Bureau,

　　　Contract and Audit Division

　　　692-2 Habashita, Minaminagano, Nagano City, Nagano Prefecture 380-8570 Japan

　　　Tel: +81-26-235-7079 

　(5) Bid submission:

　　　Deadline: Monday, September 14, 2026, 5 p.m. (JST)

　　　Location: Electronic Bidding System 

　(6) Mail-in submission (registered mail only):

　　　Deadline: Must arrive by Monday, September 14, 2026

　　　Mailing address: Nagano Prefectural Government 

　　　　　　　　　　　 Accounting Bureau

　　　　　　　　　　　 Contract and Audit Division

　　　　　　　　　　　 380-8570 (Exclusive postal code for Nagano Prefectural Office)

　(7) Bid opening:

　　　Date and time: Tuesday, September 15, 2026, 11 a.m. (JST)

　　　Location: Electronic Bidding System 

産業技術課


